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西尾市自動販売機の設置に係る行政財産の貸付けに関する制限付

一般競争入札実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、西尾市自動販売機の設置に係る行政財産の貸付けに関する

要綱第２条第１項に規定する制限付一般競争入札（以下「入札」という。）

の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（入札参加資格） 

第２条 入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、次に掲

げる入札に参加することができる要件（以下「入札参加資格」という。）を

備えなければならない。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各

号に掲げられた者及び第２項の各号に該当し入札参加停止の決定を受けて

いる者でないこと。 

⑵ 法人にあっては西尾市、岡崎市、碧南市、刈谷市、安城市、知立市、高

浜市又は幸田町のいずれかの区域において、本店、支店又は営業所等の事

業所（以下「事業所」という。）を有し、個人にあっては西尾市内に住所

を有していること。 

⑶ 西尾市外に事業所を有する法人にあっては、自動販売機の設置業務にお

いて３年以上の実績を有し、かつ、入札公告の日から過去３年以内に、自

らが管理及び運営する自動販売機を国又は地方公共団体の庁舎等に設置し

た実績があること。 

⑷ 市税、県税及び国税の滞納がないこと。 

⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手

続開始の申立てがなされていない者であること。 

⑹ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手

続開始の申立てをしていない者又は申立てがなされていない者であるこ 

と。 

⑺ 入札公告の日から入札の日までの期間において、「西尾市が行う事務及

び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成２４年３月２７日締結）

に基づく排除措置を受けていないこと。 

２ 前項に定めるもののほか、入札参加資格として、次に掲げる基準を定めるこ

とができる。 

 ⑴ 法令等の規定により販売について許認可等を要する場合は、該当する許認
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可等の免許を有していること。 

 ⑵ その他必要と認める事項 

（入札の公告） 

第３条 市長は、入札に付そうとするときは、西尾市契約規則（昭和３９年西尾

市規則第２９号。以下「契約規則」という。）第７条及び第８条に規定する

公告を行うものとする。 

２ 前項の規定による公告文の写しを施設管理所管課（以下「所管課」とい 

う。）において閲覧に供するとともに、公告の内容を西尾市のホームページ

に掲載するものとする。 

（入札参加の申込み） 

第４条 入札に参加を希望する者（以下「入札参加希望者」という。）は、制限

付一般競争入札参加申込書（貸付契約用）（様式第１号）に必要な事項を記

載し、決められた期日までに所管課に持参又は郵送で提出しなければならな

い。 

（資格確認書類の提出） 

第５条 入札参加希望者は、申込み時に誓約書（貸付契約用）（様式第２号）そ

の他入札公告にて示された書類を提出しなければならない。 

（入札保証金） 

第６条 入札参加者は、入札執行前に契約規則第９条の規定による入札保証金又

は契約規則第１０条の規定による入札保証金に代わる担保を納めなければな

らない。ただし、契約規則第１１条各号に該当し、入札保証金の全部又は一

部の納付を要しないと認めたときは、この限りでない。 

（入札保証金に代わる担保） 

第７条 前条の規定による入札保証金に代わる担保は、契約規則第１０条の定め

るところによる。 

（入札保証金の還付等） 

第８条 入札保証金については、契約規則第１０条の２の規定による還付を行う

ものとする。 

２ 入札保証金を納付した者は、入札保証金を納付した日からその返還を受ける

日までの期間に対する利息の支払を請求することができない。 

（入札保証金の没収） 

第９条 入札保証金又は入札保証金に代わる担保が納付された場合において、落

札者が契約を締結しないときは、当該落札者の納付に係る入札保証金又は入

札保証金に代わる担保は、西尾市に帰属する。 
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（仕様書に関する質問及び回答） 

第10条 入札に係る仕様書に関する質問については、所管課が定める期限までに

電子メール又はファックスにより、所管課に提出するものとする。 

２ 前項の規定による質問が提出されたときは、所管課は、電子メール又はファ

ックスにより質問者に回答するとともに、回答の内容を西尾市のホームペー

ジに掲載するものとする。 

（入札の基本的事項） 

第11条 入札に係る仕様書に誤記又は脱漏があった場合において、当該誤記又は

脱漏が仕様書の相互の関係により明白であるときは、落札者は、その誤記、

又は脱漏を理由として契約の締結を拒み又は契約金額の減額を請求すること

ができない。 

２ 入札は、総価により行うものとする。ただし、入札公告において単価により

行うこととされた場合は、この限りでない。 

（入札） 

第12条 入札参加者は、入札書（貸付契約用）（様式第３号）に必要な事項を記

載し、記名及び押印のうえ、入札公告に示した日時及び場所において、入札

担当者の指示により入札書を提出しなければならない。 

２ 前項の入札に規定する入札書の提出については、代理人をして行わせること

ができる。この場合において、当該代理人は入札前に委任状（貸付契約用）

（様式第４号）を提出しなければならない。 

３ 入札参加者は、その提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることが

できない。 

４ 郵便による入札は、認めない。 

（入札の辞退） 

第13条 入札参加者は、次の事項により入札を辞退することができる。 

⑴ 入札前の場合においては、入札辞退届（貸付契約用）（様式第５号）を

直接持参又は郵送（入札日の前日までに到達するものに限る。）により市

長に提出するものとする。 

⑵ 入札中の場合においては、入札辞退の旨を入札書に記載し提出するもの

とする。 

２ 市長は、前項に規定する入札を辞退した者に対し、これを理由として以後の

入札において不利益な取扱いをしないものとする。 

（入札又は開札の中止等） 

第14条 市長は、入札又は開札前において、天災地変があった場合その他やむを
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得ない理由が生じた場合においては、入札を延期し、又は中止することがで

きるものとする。 

２ 入札参加者が連合し又は不穏な行動をする等の場合において、公正な入札を

執行することができないときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は

入札の執行を延期し、若しくは入札を中止することがある。 

（開札） 

第15条 開札は、入札の場所において、入札の終了後直ちに入札参加者を立ち会

わせて行う。 

２ 前項の場合において、開札に入札参加者が立ち会わないときは、当該入札事

務に関係のない西尾市職員を立ち会わせて行う。 

（入札の無効） 

第16条 次に掲げる入札は、無効とする。 

⑴ 入札参加者の資格を有しない者のした入札 

⑵ 入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付しない者のした入札。た

だし、契約規則第１１条の規定により納付を免除されたときを除く。 

⑶ 所定の日時までに所定の場所に到達しない入札 

⑷ 入札に際して連合等による不正行為があった入札 

⑸ 同一事項の入札に対し、２以上の意思表示をした入札 

⑹ 他人の代理も兼ね又は２以上の代理をした者の入札 

⑺ 委任状を持参しない代理人のした入札 

⑻ 記名及び押印のない入札 

⑼ 入札書の記載事項が確認できない入札 

⑽ 入札書の金額の表示を改ざんした入札及び訂正した入札 

⑾ 最低貸付料未満の入札 

⑿ その他市長があらかじめ指示した事項に違反した入札 

（落札者の決定） 

第17条 入札をした者のうち、予定価格以上で最高の価格をもって入札をした者

を落札者とする。 

（再度入札） 

第18条 開札をした場合において、落札者とすべき入札がないときは、直ちに、

再度入札を行うことができる。この場合において、入札執行回数は、原則と

して３回を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、予定価格を事前公表したものについては、再度入

札は、行わないものとする。 
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３ 第１６条各号のいずれかに該当する入札をした者は、再度入札に参加するこ

とはできない。 

（再度入札の入札保証金） 

第19条 前条の規定により再度入札をする場合においては、初回の入札に対する

入札保証金又は入札保証金に代わる担保の納付をもって、再度入札における

入札保証金又は入札保証金に代わる担保の納付があったものとみなす。 

（くじによる落札者の決定） 

第20条 落札となるべき同価の入札をした者が２者以上あるときは、直ちに当該

入札者にくじを引かせて落札者を決定する。 

２ 前項の場合において、当該入札者のうち、くじを引かない者があるときは、

これに代えて当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

（入札結果の通知） 

第21条 開札をした場合において、落札者があるときは、当該落札者の氏名（法

人の場合はその名称）及び金額を、落札者がいないときは、その旨を開札に

立ち会った入札者に直ちに口頭で知らせる。この場合において、落札者とな

る者が開札に立ち合わなかったときは、当該落札者に落札者となった旨を通

知する。 

（契約書等の作成） 

第22条 落札者は、落札者となった旨の通知を受けた日から起算して７日以内  

に、市有財産有償貸付契約書（貸付契約用）（様式第６号。以下「契約書」

という。）に必要な事項を記載し、記名及び押印のうえ、仕様書（貸付契約

用）（様式第７号）を添えて提出しなければならない。ただし、市長がやむ

を得ない事情があると認めたときは、この限りでない。 

２ 落札者が前項の期間内に契約書等を提出しないときは、当該落札は、その効

力を失うことがあるものとする。 

３ 市長は、落札者が正当な理由がなく契約を結ばないときは、損害賠償金とし

て、見積もる契約の額の１００分の５を徴収する。 

（契約保証金） 

第23条 落札者は、契約金額の１０分の１以上の契約保証金又は契約保証金に代

わる担保を納めなければならない。ただし、契約規則第３１条各号に該当 

し、市長が契約保証金の全部又は一部の納付を要しないと認めたときは、こ

の限りでない。 

２ 前項の規定による契約保証金に代わる担保は、契約規則第３０条に定めると

ころによる。 

３ 契約保証金又は契約保証金に代わる担保には利息を付さない。 

（その他） 

第24条 この要領に定めがあるもののほか、自動販売機の設置に係る行政財産の

貸付けに関する制限付一般競争入札に関し必要な事項は、市長が別で定め 
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る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成３０年２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行日前に実施される入札については、従前の例による。 

   附 則 

 この要領は、平成３１年１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和２年７月１０日から施行する。 

   附 則 

１ この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行の際現にこの要領の改正前の規定に基づき作成されている用

紙は、この要領の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 

３ 前項の場合において、この要領の改正により押印欄を廃止されたものについ

ては、押印を省略することができる。 

附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7  

様式第１号（第４条関係） 

 

制限付一般競争入札参加申込書（貸付契約用） 

 

年  月  日 

（宛先）西尾市長 

 

入札者 住所又は所在地 

                      氏名又は名称 

                      及び代表者名 

 

                  代理人 住所又は所在地 

                      氏名又は名称 

                      及び代表者名 

 

 

     年  月  日執行の        への自動販売機設置に係

る行政財産の貸付けに関する制限付一般競争入札に参加したいので、入札参

加を申し込みます。 

 

 

 

                        担当者氏名 

                        電 話 番 号 

                        ＦＡＸ番号 
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商号又は名称  

所  在  地  

役 員 に 関 す る 事 項 

役  職  名 氏   名 生 年 月 日 住       所 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

注 法人の役員（監査役・監事等を含む。）をすべて記載すること。 
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様式第２号（第５条関係） 

 

誓   約   書（貸付契約用） 

 

    年    月    日 

 

 （宛先）西尾市長 

 

住所又は所在地 

氏名又は名称 

及び代表者名 

 

        への自動販売機の設置に係る行政財産の貸付けに関する制

限付一般競争入札について、下記の事項を誓約します。 

 これらが、事実と相違することが判明した場合には、当該事実に関して貴

市が行う一切の措置について異議を申し立てません。 

 

記 

 

１ 地方自治法施行令第１６７条の４第１項及び第２項の各号に掲げられた

者に該当しません。 

 

２ 現在、会社更生法第１７条の規定による更生手続開始の申立て及び民事

再生法第２１条の規定による再生手続開始の申立てはされておりません。 

 

３  (個人の場合) 

  暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員の利益となる活動を行う者ではあ

りません。 

   

   (法人の場合) 

  西尾市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書の２の規定

に該当する者ではありません。また、西尾市から、この合意書に基づく排

除措置を受けておりません。 
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様式第３号（第１２条関係） 

 

入   札   書（貸付契約用） 

 

    年    月    日 

 

（宛先）西尾市長 

 

入札者 住所又は所在地 

                      氏名又は名称 

                      及び代表者名      印 

 

                  代理人 住所又は所在地 

                      氏名又は名称 

                      及び代表者名      印 

 

 

 下記の金額をもって入札します。 

 

記 

 

入札金額 

 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 壱  

          円 

 

  ただし、          への自動販売機の設置に係る貸付料 

 

 

 

注１ 金額の数字は算用数字を用い、頭に「金」の文字を記入すること。 

２ 入札金額については、契約希望金額（貸付期間中の貸付料総額）の消

費税及び地方消費税を含まない金額を記入すること。 
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様式第４号（第１２条関係） 

 

委   任   状（貸付契約用） 

 

 

 代理人 住 所 

 

     氏 名 

 

 

 私は、上記の者を代理人と定め、        への自動販売機の設置

に係る行政財産の貸付けに関する制限付一般競争入札に関する一切の権限を

委任します。 

 

 

        年    月    日 

 

 

 （宛先）西尾市長 

 

 

                           委任者 
 

住所又は所在地 

氏名又は名称 

及び代表者名 

電 話 番 号 

  



12  

様式第５号（第１３条関係） 

 

入 札 辞 退 届（貸付契約用） 

 

  年  月  日 

 

 （宛先）西尾市長 

 

入札者 住所又は所在地 

                      氏名又は名称 

                      及び代表者名 

 

    年  月  日執行の       への自動販売機の設置に係る

行政財産の貸付けに関する制限付一般競争入札を辞退します。 

 

 

 

                     担当者氏名 

                     電 話 番 号 
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様式第６号の１(建物の場合)（第２２条関係） 

 

市有財産有償貸付契約書（貸付契約用） 

 

 貸付人西尾市（以下「甲」という。）と借受人       （以下「乙」と

いう。）とは、次の条項により市有財産について借地借家法（平成３年法律第90

号。以下「法」という。）第38条の規定に基づく定期建物賃借権の設定を目的と

した有償貸付契約を締結する。 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲、乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならな

い。 

 （貸付物件） 

第２条 貸付物件は、次のとおりとする。 

施設名称 所在地 貸付箇所 貸付面積 設置台数 

     

 （用途の指定） 

第３条 乙は、貸付物件を、「自動販売機の設置場所」の用途（以下「指定用途」  

という。）に自ら使用しなければならない。 

２ 乙は、貸付物件を指定用途に供するに当たっては、別紙「仕様書」の内容を

遵守しなければならない。 

 （貸付期間） 

第４条 貸付期間は、    年  月  日から    年  月  日まで

とする。 

 （契約更新等） 

第５条 本契約は、法第38条の規定に基づくものであるから、法第26条、第28条

及び第29条第１項並びに民法（明治29年法律第89号）第604条の規定は適用さ

れないので、契約更新に係る権利は一切発生せず、前条に定める貸付期間の

満了時において、本契約の更新（更新の請求及び建物の使用の継続によるも

のを含む。）又は貸付期間の延長は行わないものとする。 

２ 甲は、前条に規定する期間満了の１年前から６か月前までの期間（以下「通

知期間」という。）に乙に対し、貸付期間の満了により本契約が終了する旨

を書面によって通知するものとする。 
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３ 甲は、通知期間内に前項の通知をしなかった場合においても、通知期間経過

後改めて期間の満了により本契約が終了する旨の書面による通知を乙にした

場合、当該通知日から６か月を経過した日をもって、本契約は終了する。な

お、甲、乙協議のうえ、乙が了承した場合にはこの限りではない。 

 （貸付料） 

第６条 貸付料は、次のとおりとする。 

  契約金額 金＜落札価格＞円 

  うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金     円 

  「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法（昭和63年法律第

108号）及び地方税法（昭和25年法律第226号）の規定により算出したもので、 

契約金額に110分の10を乗じて得た額である。 

 （貸付料の支払） 

第７条 乙は、前条に定める貸付料を、次に掲げるとおり、甲の発行する納入通

知書により納入しなければならない。 

年 度 納 入 金 額 納 付 期 限 

  年度 円   年  月  日 

  年度 円   年  月  日 

  年度 円   年  月  日 

 （電気料の支払） 

第８条 乙は、本契約に基づき設置した自動販売機には電気の使用量を計る専用

メーターを設置するものとする。 

２ 甲は、施設全体の電気使用料の単価に基づき専用メーターの表示する使用料

を計算し、定期的に乙に納入通知書を送付するものとする。 

３ 乙は、前項の納入通知書に定める日までに甲に電気料を支払わなければなら

ない。 

 （遅延損害金） 

第９条 乙は、第７条及び第８条の規定に基づき、甲が定める納付期限までに貸

付料及び電気料（以下「貸付料等」という。）を納入しなかったときは、納

付期限の翌日から納入した日までの期間に応じて、契約日における政府契約

の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項の規定

に基づき財務大臣が決定した率で計算した遅延損害金を甲に支払わなければ

ならない。 

 （充当の順序） 

第10条 乙が貸付料等及び遅延損害金を納入すべき場合において、乙が納入した
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金額が貸付料等及び遅延損害金の合計額に満たないときは、遅延損害金から

充当する。 

 （契約保証金） 

第11条 契約保証金は免除する。〈又は    円とする。〉 

 （契約不適合） 

第12条 乙は、この契約締結後、貸付物件が種類、品質又は数量に関して契約の

内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときに、当該

契約不適合を理由として、履行の追完請求、貸付料の減免請求、損害賠償請

求又は本契約解除をすることができない。 

 （維持保全義務） 

第13条 乙は、貸付物件を善良な管理者の注意をもって維持保全に努めなければ

ならない。 

２ 乙は、貸付物件の全部又は一部が滅失又は毀損した場合は、直ちにその状況

を報告しなければならない。 

 （維持補修） 

第14条 甲は、貸付物件の維持補修の責を負わない。 

２ 貸付物件の維持補修その他の行為をするために支出する経費は、すべて乙の

負担とする。 

 （権利譲渡等の禁止） 

第15条 乙は、貸付物件を第三者に転貸し、又はこの契約によって生じる権利等

を譲渡し、若しくはその権利等を担保にすることができない。 

 （実地調査等） 

第16条 甲は、貸付物件について随時使用状況及び販売状況を実地に調査し、乙

に対し報告又は資料の提出を求めることができる。 

２ 甲は、乙が提出した報告に疑義のあるときは、自ら調査し、乙に対し詳細な

報告を求め又は是正のために必要な措置を講ずることができるものとする。 

３ 乙は、正当な理由がなく報告の提出を怠り、実地調査を拒み、妨げてはなら

ない。 

 （違約金） 

第17条 乙は、第４条に定める期間中に、次の各号のいずれかに該当する事由が

生じたときは、それぞれ当該各号に定める金額を違約金として、甲に支払わ

なければならない。 

 ⑴ 第16条に定める義務に違反した場合 

   金＜貸付料の１年分に相当する額＞円 



16  

 ⑵ 第３条及び第15条に定める義務に違反した場合 

   金＜貸付料の１年分に相当する額の３倍の額＞円 

２ 前項に定める違約金は、第26条に定める賠償責任により支払われる額の予定

又はその一部と解釈しないものとする。 

 （契約の解除） 

第18条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除すること

ができる。 

⑴ 乙が、この契約に定める義務を履行しないとき。 

⑵ 国、地方公共団体その他公共団体において、公用又は公共用に供するた

め貸付物件を必要とするとき。 

⑶ 乙が振り出す手形・小切手が不渡りになったとき、又は乙が銀行取引停

止処分を受けたとき。 

⑷ 乙が、差押・仮差押・仮処分、競売・保全処分・滞納処分等の強制執行

の申立てを受けたとき。 

⑸ 乙が、破産、特別清算、民事再生、会社更生等の申立てを受け、若しく

は申立てをしたとき。 

⑹ 乙が、甲の信用を著しく失墜させる行為をしたとき。 

⑺ 乙の信用が著しく失墜したと甲が認めたとき。 

⑻ 乙が、主務官庁から営業禁止又は営業停止処分を受け、自ら廃止、解散

等の決議をし、又は事実上営業を停止したとき。 

⑼ 乙の資産、信用、組織、営業目的その他事業に重大な変動を生じ、又は

合併を行うこと等により、甲が契約を継続しがたい事態になったと認めた

とき。 

⑽ 貸付物件及び貸付物件が所在する庁舎等の行政財産としての用途又は目

的を乙が妨げると認めたとき。 

⑾ 前各号に準ずる事由により、甲が契約を継続しがたいと認めたとき。 

 （談合その他不正行為に係る解除） 

第19条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、

契約を解除することができるものとし、このため乙に損害が生じても、甲は

その責を負わないものとする。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」と

いう。）第７条第１項若しくは第２項（第８条の２第２項及び第20条第２

項において準用する場合を含む。）、第８条の２第１項若しくは第３項、
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第17条の２又は第20条第１項の規定による命令（以下「排除措置命令」と

いう。）を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

⑵ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして独占禁止法第７条の２

第１項（第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）及び第７

条の９第１項の規定による課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。

）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁

止法第63条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

⑶ 公正取引委員会が、乙に独占的状態があったとして独占禁止法第８条の

４第１項の規定による命令（以下｢競争回復措置命令｣という。）を行い、

当該競争回復措置命令が確定したとき。 

⑷ 乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治40年

法律第45号）第96条の６又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１

項第１号に規定する刑が確定したとき。 

⑸ 乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法第198条の規

定による刑が確定したとき。 

２ 乙が共同企業体である場合における前項の規定については、その代表者又は

構成員が同項各号のいずれかに該当した場合に適用する。 

（談合その他不正行為に係る賠償金の支払） 

第20条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除す

るか否かにかかわらず、賠償金として、契約金額の10分の２に相当する額を

甲が指定する期限までに支払わなければならない。乙が契約を履行した後も

同様とする。ただし、前条第１項第１号から第３号までのうち、排除措置命

令、納付命令又は競争回復措置命令の対象となる行為が、独占禁止法第２条

第９項に基づく不公正な取引方法（昭和57年６月18日公正取引委員会告示第

15号）第６項に規定する不当廉売である場合その他甲が特に認める場合は、

この限りでない。 

２ 乙は、前条第１項第４号に該当し、かつ、次の各号に掲げる場合のいずれか

に該当したときは、前項の規定にかかわらず、契約金額の10分の３に相当す

る額を支払わなければならない。 

⑴ 前条第１項第２号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第

７条の３の規定の適用があるとき。 

⑵ 前条第１項第４号に規定する刑に係る確定判決において、乙が違反行為

の首謀者であることが明らかになったとき。 

⑶ 乙が甲に談合その他の不正行為を行っていない旨の誓約書を提出してい
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るとき。 

３ 前２項の規定にかかわらず、甲は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定す 

る賠償金の額を超える場合においては、乙に対しその超過分につき賠償を請 

求することができる。 

４ 前各項の場合において、乙が共同企業体であるときは、代表者又は構成員は、  

賠償金を連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に共同企業体を解散 

しているときは、代表者であった者又は構成員であった者についても、同様 

とする。 

 （暴力団等排除に係る解除） 

第21条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除する

ことができる。 

⑴ 法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法

人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他

の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、

個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同 

じ。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第77号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に

規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組

織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」

という。）がいると認められるとき。 

⑵ 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその法人

等の経営又は運営に実質的に関与していると認められるとき。 

⑶ 法人等の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴

力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するな

どしていると認められるとき。 

⑷ 法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員

等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供

給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与して

いると認められるとき。 

⑸ 法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難さ

れるべき関係を有していると認められるとき。 

⑹ 法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であ

ることを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。 
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２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた甲

の損害の賠償を乙に請求することができる。 

３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じ

ても、その責を負わないものとする。 

 （妨害等に対する報告義務等） 

第22条 乙は、契約の履行に当たって、妨害（不法な行為等で、業務履行の障害

となるものをいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権

利若しくは正当な利益がないにもかかわらずこれを要求し、又はその要求の

方法、態様若しくは程度が社会的に正当なものと認められないものをい 

う。）（以下「妨害等」という。）を受けた場合は、速やかに甲に報告する

とともに警察へ被害届を提出しなければならない。 

２ 乙が妨害等を受けたにもかかわらず、前項の甲への報告又は被害届の提出を

怠ったと認められる場合は、指名停止措置又は競争入札による契約若しくは

随意契約において契約の相手方としない措置を講ずることがある。 

 （中途解約） 

第23条 乙は、貸付期間の開始から１年を経過したのちは、甲に対して中途解約

を申し入れることができる。この場合、乙は、契約解除希望日の３か月前ま

でに、書面により申し出をしなければならない。ただし、貸付料の３か月分

に相当する金額を支払うことにより、この契約を直ちに解約することができ

る。 

 （原状回復） 

第24条 乙は、第４条に規定する貸付期間が満了したとき、第18条、第19条、第

21条及び第23条の規定により契約が終了したときは、甲の指定する期日まで

に貸付物件を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲が貸

付物件を原状に回復する必要がないと認めるときは、この限りでない。 

 （貸付料の返還） 

第25条 甲は、第18条第２号及び第23条の規定によりこの契約が終了したときは、 

既納の貸付料のうち、乙が貸付物件を甲に返還した日以降の未経過期間の貸

付料を日割計算により返還する。 

 （賠償責任） 

第26条 乙は、本契約に基づき設置した自動販売機の天災その他の事由による転

倒、故障、盗難による事故、その構造上の欠陥等により甲及び第三者に損害

を与えた場合、及び販売した製品による食中毒等の健康被害が発生した場合

は、乙の責任において解決するものとし、甲は一切の責任を負わない。 
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 （有益費の請求権の放棄） 

第27条 乙は、第４条に規定する貸付期間が満了したとき、又は第18条、第19条、 

第21条及び第23条の規定により契約が終了したときにおいて、貸付物件に投

じた有益費、必要費及びその他の費用があってもこれを甲に請求することが

できない。 

 （契約の費用） 

第28条 この契約の締結及び履行に関して必要な費用は、すべて乙の負担とす  

る。 

 （疑義等の決定） 

第29条 この契約に関して疑義があるとき、又はこの契約に定めのない事項につ

いては、甲、乙協議の上、これを定めるものとする。 

 （裁判管轄） 

第30条 この契約に関する訴の管轄は、西尾市役所所在地を管轄区域とする名古

屋地方裁判所岡崎支部とする。 

 

 この契約を証するため、本書２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管する。 

 

      年  月  日 

 

          甲     西尾市寄住町下田２２番地 

                西尾市 

                 代表者 西尾市長 氏  名    印 

                     

 

          乙     住 所 

                氏 名 

                 名称及び 

                 代表者氏名             印 
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様式第６号の２(土地の場合)（第２２条関係） 

 

市有財産有償貸付契約書（貸付契約用） 

 

 貸付人西尾市（以下「甲」という。）と借受人       （以下「乙」と

いう。）とは、次の条項により市有財産について有償貸付契約を締結する。 

 ＜臨時設備の設置がある場合には、「有償貸付契約」を「借地借家法（平成

３年法律第90号）第25条の規定に基づく一時的な借地権の設定を目的とした

有償貸付契約」と修正すること。＞ 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲、乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならな

い。 

 （貸付物件） 

第２条 貸付物件は、次のとおりとする。 

施設名称 所在地 貸付箇所 貸付面積 設置台数 

     

 （用途の指定） 

第３条 乙は、貸付物件を、「自動販売機の設置場所」の用途（以下「指定用途」  

という。）に自ら使用しなければならない。 

２ 乙は、貸付物件を指定用途に供するに当たっては、別紙「仕様書」の内容を

遵守しなければならない。 

 （貸付期間） 

第４条 貸付期間は、    年  月  日から    年  月  日まで

とする。 

 （契約更新等） 

第５条 本契約は、前条に定める貸付期間の満了時において、本契約の更新（更

新の請求及び建物の使用の継続によるものを含む。）又は貸付期間の延長は

行わないものとする。 

 （貸付料） 

第６条 貸付料は、次のとおりとする。 

  契約金額 金＜落札価格＞円 

 ＜契約が消費税の対象となる場合は、必要な文言を記入すること。＞ 
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 （貸付料の支払） 

第７条 乙は、前条に定める貸付料を、次に掲げるとおり、甲の発行する納入通

知書により納入しなければならない。 

年 度 納 入 金 額 納 付 期 限 

  年度 円   年  月  日 

  年度 円   年  月  日 

  年度 円   年  月  日 

 （電気料の支払） 

第８条 乙は、本契約に基づき設置した自動販売機には電気の使用量を計る専用

メーターを設置するものとする。 

２ 甲は、施設全体の電気使用料の単価に基づき専用メーターの表示する使用料

を計算し、定期的に乙に納入通知書を送付するものとする。 

３ 乙は、前項の納入通知書に定める日までに甲に電気料を支払わなければなら

ない。 

 （遅延損害金） 

第９条 乙は、第７条及び第８条の規定に基づき、甲が定める納付期限までに貸

付料及び電気料（以下「貸付料等」という。）を納入しなかったときは、納

付期限の翌日から納入した日までの期間に応じて、契約日における政府契約

の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項の規定

に基づき財務大臣が決定した率で計算した遅延損害金を甲に支払わなければ

ならない。 

 （充当の順序） 

第10条 乙が貸付料等及び遅延損害金を納入すべき場合において、乙が納入した

金額が貸付料等及び遅延損害金の合計額に満たないときは、遅延損害金から

充当する。 

 （契約保証金） 

第11条 契約保証金は免除する。〈又は    円とする。〉 

 （契約不適合） 

第12条 乙は、この契約締結後、貸付物件が種類、品質又は数量に関して契約の

内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときに、当該

契約不適合を理由として、履行の追完請求、貸付料の減免請求、損害賠償請

求又は本契約解除をすることができない。 

 （維持保全義務） 

第13条 乙は、貸付物件を善良な管理者の注意をもって維持保全に努めなければ
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ならない。 

２ 乙は、貸付物件の全部又は一部が滅失又は毀損した場合は、直ちにその状況

を報告しなければならない。 

 （維持補修） 

第14条 甲は、貸付物件の維持補修の責を負わない。 

２ 貸付物件の維持補修その他の行為をするために支出する経費は、すべて乙の

負担とする。 

 （権利譲渡等の禁止） 

第15条 乙は、貸付物件を第三者に転貸し、又はこの契約によって生じる権利等

を譲渡し、若しくはその権利等を担保にすることができない。 

 （実地調査等） 

第16条 甲は、貸付物件について随時使用状況及び販売状況を実地に調査し、乙

に対し報告又は資料の提出を求めることができる。 

２ 甲は、乙が提出した報告に疑義のあるときは、自ら調査し、乙に対し詳細な

報告を求め又は是正のために必要な措置を講ずることができるものとする。 

３ 乙は、正当な理由がなく報告の提出を怠り、実地調査を拒み、妨げてはなら

ない。 

 （違約金） 

第17条 乙は、第４条に定める期間中に、次の各号のいずれかに該当する事由が

生じたときは、それぞれ当該各号に定める金額を違約金として、甲に支払わ

なければならない。 

⑴ 第16条に定める義務に違反した場合 

  金＜貸付料の１年分に相当する額＞円 

⑵ 第３条及び第15条に定める義務に違反した場合 

  金＜貸付料の１年分に相当する額の３倍の額＞円 

２ 前項に定める違約金は、第26条に定める賠償責任により支払われる額の予定

又はその一部と解釈しないものとする。 

 （契約の解除） 

第18条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除すること

ができる。 

⑴ 乙が、この契約に定める義務を履行しないとき。 

⑵ 国、地方公共団体その他公共団体において、公用又は公共用に供するた

め貸付物件を必要とするとき。 

⑶ 乙が振り出す手形・小切手が不渡りになったとき、又は乙が銀行取引停
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止処分を受けたとき。 

⑷ 乙が、差押・仮差押・仮処分、競売・保全処分・滞納処分等の強制執行

の申立てを受けたとき。 

⑸ 乙が、破産、特別清算、民事再生、会社更生等の申立てを受け、若しく

は申立てをしたとき。 

⑹ 乙が、甲の信用を著しく失墜させる行為をしたとき。 

⑺ 乙の信用が著しく失墜したと甲が認めたとき。 

⑻ 乙が、主務官庁から営業禁止又は営業停止処分を受け、自ら廃止、解散

等の決議をし、又は事実上営業を停止したとき。 

⑼ 乙の資産、信用、組織、営業目的その他事業に重大な変動を生じ、又は

合併を行うこと等により、甲が契約を継続しがたい事態になったと認めた

とき。 

⑽ 貸付物件及び貸付物件が所在する庁舎等の行政財産としての用途又は目

的を乙が妨げると認めたとき。 

⑾ 前各号に準ずる事由により、甲が契約を継続しがたいと認めたとき。 

 （談合その他不正行為に係る解除） 

第19条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、

契約を解除することができるものとし、このため乙に損害が生じても、甲は

その責を負わないものとする。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」と

いう。）第７条第１項若しくは第２項（第８条の２第２項及び第20条第２

項において準用する場合を含む。）、第８条の２第１項若しくは第３項、

第17条の２又は第20条第１項の規定による命令（以下「排除措置命令」と

いう。）を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

⑵ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして独占禁止法第７条の２

第１項（第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）及び第７

条の９第１項の規定による課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。

）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁

止法第63条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

⑶ 公正取引委員会が、乙に独占的状態があったとして独占禁止法第８条の

４第１項の規定による命令（以下｢競争回復措置命令｣という。）を行い、

当該競争回復措置命令が確定したとき。 

⑷ 乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治40年
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法律第45号）第96条の６又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１

項第１号に規定する刑が確定したとき。 

⑸ 乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法第198条の規

定による刑が確定したとき。 

２ 乙が共同企業体である場合における前項の規定については、その代表者又は

構成員が同項各号のいずれかに該当した場合に適用する。 

（談合その他不正行為に係る賠償金の支払） 

第20条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除す

るか否かにかかわらず、賠償金として、契約金額の10分の２に相当する額を

甲が指定する期限までに支払わなければならない。乙が契約を履行した後も

同様とする。ただし、前条第１項第１号から第３号までのうち、排除措置命

令、納付命令又は競争回復措置命令の対象となる行為が、独占禁止法第２条

第９項に基づく不公正な取引方法（昭和57年６月18日公正取引委員会告示第

15号）第６項に規定する不当廉売である場合その他甲が特に認める場合は、

この限りでない。 

２ 乙は、前条第１項第４号に該当し、かつ、次の各号に掲げる場合のいずれか

に該当したときは、前項の規定にかかわらず、契約金額の10分の３に相当す

る額を支払わなければならない。 

⑴ 前条第１項第２号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第

７条の３の規定の適用があるとき。 

⑵ 前条第１項第４号に規定する刑に係る確定判決において、乙が違反行為

の首謀者であることが明らかになったとき。 

⑶ 乙が甲に談合その他の不正行為を行っていない旨の誓約書を提出してい

るとき。 

３ 前２項の規定にかかわらず、甲は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定す 

る賠償金の額を超える場合においては、乙に対しその超過分につき賠償を請 

求することができる。 

４ 前各項の場合において、乙が共同企業体であるときは、代表者又は構成員は、  

賠償金を連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に共同企業体を解散 

しているときは、代表者であった者又は構成員であった者についても、同様 

とする。 

 （暴力団等排除に係る解除） 

第21条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除する

ことができる。 
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⑴ 法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法

人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他

の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、

個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同 

じ。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第77号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に

規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組

織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」

という。）がいると認められるとき。 

⑵ 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその法人

等の経営又は運営に実質的に関与していると認められるとき。 

⑶ 法人等の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴

力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するな

どしていると認められるとき。 

⑷ 法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員

等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供

給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与して

いると認められるとき。 

⑸ 法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難さ

れるべき関係を有していると認められるとき。 

⑹ 法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であ

ることを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた甲

の損害の賠償を乙に請求することができる。 

３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じ

ても、その責を負わないものとする。 

（妨害等に対する報告義務等） 

第22条 乙は、契約の履行に当たって、妨害（不法な行為等で、業務履行の障害

となるものをいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権

利若しくは正当な利益がないにもかかわらずこれを要求し、又はその要求の

方法、態様若しくは程度が社会的に正当なものと認められないものをい 

う。）（以下「妨害等」という。）を受けた場合は、速やかに甲に報告する

とともに警察へ被害届を提出しなければならない。 
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２ 乙が妨害等を受けたにもかかわらず、前項の甲への報告又は被害届の提出を

怠ったと認められる場合は、指名停止措置又は競争入札による契約若しくは

随意契約において契約の相手方としない措置を講ずることがある。 

 （中途解約） 

第23条 乙は、貸付期間の開始から１年を経過したのちは、甲に対して中途解約

を申し入れることができる。この場合、乙は、契約解除希望日の３か月前ま

でに、書面により申し出をしなければならない。ただし、貸付料の３か月分

に相当する金額を支払うことにより、この契約を直ちに解約することができ

る。 

 （原状回復） 

第24条 乙は、第４条に規定する貸付期間が満了したとき、第18条、第19条、第

21条及び第23条の規定により契約が終了したときは、甲の指定する期日まで

に貸付物件を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲が貸

付物件を原状に回復する必要がないと認めるときは、この限りでない。 

 （貸付料の返還） 

第25条 甲は、第18条第２号及び第23条の規定によりこの契約が終了したときは、 

既納の貸付料のうち、乙が貸付物件を甲に返還した日以降の未経過期間の貸

付料を日割計算により返還する。 

 （賠償責任） 

第26条 乙は、本契約に基づき設置した自動販売機の天災その他の事由による転

倒、故障、盗難による事故、その構造上の欠陥等により甲及び第三者に損害

を与えた場合、及び販売した製品による食中毒等の健康被害が発生した場合

は、乙の責任において解決するものとし、甲は一切の責任を負わない。 

 （有益費の請求権の放棄） 

第27条 乙は、第４条に規定する貸付期間が満了したとき、又は第18条、第19条、 

第21条及び第23条の規定により契約が終了したときにおいて、貸付物件に投

じた有益費、必要費及びその他の費用があってもこれを甲に請求することが

できない。 

 （契約の費用） 

第28条 この契約の締結及び履行に関して必要な費用は、すべて乙の負担とす  

る。 

 （疑義等の決定） 

第29条 この契約に関して疑義があるとき、又はこの契約に定めのない事項につ

いては、甲、乙協議の上、これを定めるものとする。 
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 （裁判管轄） 

第30条 この契約に関する訴の管轄は、西尾市役所所在地を管轄区域とする名古

屋地方裁判所岡崎支部とする。 

 

 この契約を証するため、本書２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管する。 

 

      年  月  日 

 

 

          甲     西尾市寄住町下田２２番地 

                西尾市 

                 代表者 西尾市長 氏  名    印 

                     

 

          乙     住 所 

                氏 名 

                 名称及び 

                 代表者氏名             印 
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様式第７号（第２２条関係） 

 

仕 様 書（貸付契約用） 

 

１ 設置機器の条件 

〈例〉 

⑴ 省電力やノンフロン対応など環境に十分配慮したものであること。 

⑵ 新旧500円硬貨及び1,000円紙幣が使用できること。 

 

２ 販売品目の条件 

〈例〉 

⑴ 販売品目は、清涼飲料水、牛乳等の飲料とし、酒類・たばこの販売を

行わないこと。また、缶又はペットボトルなどの密閉式の容器とするこ

と。 

  なお、商品の具体的な構成については、西尾市との協議によること。 

⑵ 建物内に設置されている他の自動販売機の販売価格と均衡のとれた価

格で販売すること。 

 

３ 維持管理責任 

〈例〉 

⑴ 商品補充、金銭管理など自動販売機の維持管理を適切に行うこと。ま

た、商品の賞味期限に十分注意するとともに、在庫・補充管理を適切に

行うこと。 

⑵ 自動販売機に併設して、販売する飲料の容器の種類に応じた使用済み

容器の回収ボックスを必要数設置し、適切に回収・リサイクル・周辺の

清掃を行うこと。 

⑶ 販売品の搬入・廃棄物の搬出時間及び経路については、西尾市の指示

に従うこと。 

⑷ 関係法令等の遵守・徹底を図るとともに、関係機関等への届出、検査

等が必要な場合は遅滞なく手続き等を行うこと。 

⑸ 自動販売機を設置するにあたっては、据付面を十分に確認したうえで

安全に設置すること。また、設置後は定期的に安全面に問題ないか確認

すること。 

⑹ 自動販売機の故障、問い合わせ及び苦情については、故障時等の連絡
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先を利用者に分かりやすい場所に明記し、設置事業者の責任において対

応すること。 

⑺ 災害対応型自動販売機とすること。〈必要とする施設のみ〉 

「災害時」の定義、災害時の飲料（及び食品）の取り出し方等運営上必

要な事項について、別途市と取り決めること。 

 

４ 売上状況等の報告〈任意〉 

本件自動販売機の売上状況を下記のとおり報告すること。 

 

⑴ 内容 

場所 販売品目 販売数（本） 売上げ金額（円） 

    

 

⑵ 期限 

区分 報告期限 

月～ 月 月  日 

月～ 月 月  日 

月～ 月 月  日 

月～ 月 月  日 

  

５ その他 

自動販売機設置前に、設置しようとする機器（回収ボックスを含む。）

のカタログ及び配置図を提出すること。 

 


